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［要旨］  

 今回の研究の目的は、確固とした長期的な気候変動政策を策定するために、将来想定される国

際ならびに国内政治状況を可能な限り体系的かつ包括的に概念化することである。こうした研究

は、地球温暖化対策の多面的なクライテリア策定のための前提条件を整理するのに役立つばかり

でなく、今後の研究において実効性があり有効な政策指針を得るためにも不可欠のものである。 

 これから2050年までに、国際政治構造にどのような変動が起こるかを予測する上で、以下の三

つの基本的な説明要因にしたがって展望する。すなわち、競争型の世界、対立型の世界、そして

協調型の世界へ向かう国際政治変動である。また、これらの基本的な国際政治変動がその可能性

を最大限発揮した場合、各々「合理主義の支配」、「力の支配」、そして「規範の支配」の世界

の実現ということになる。しかし、現実にはこれらの諸力の相互作用の結果、一定の方向にベク

トルが働く。 

 本研究で特定した諸力の決定変数は、グローバルな変化要因、技術革新とその伝播要因、そし

てこれらが主要国の国内政治経済及び社会に与える影響と、それによって決定されるそれらの国

の国際政治に及ぼす影響を考慮する。さらに、これらのグローバルな変化要因、技術革新とその

伝播要因、そして主要国の国内政治経済及び社会変動要因にも上記の三つの基本的な説明要因、

すなわち、競争型、対立型、あるいは協調型の国際政治変動シナリオが影響を及ぼす。 

 考察の結果、短中期的には対立型と競争型の中間型の国際政治変動シナリオが、現時点では最

も妥当性があるといえる。ただし、温暖化による気候変動が世界各地で実感されるようになると、

協調型の国際政治変動シナリオが急に脚光を浴びる可能性もある。その際、あまりに手遅れにな

らないように「規範的な力」が大きく作用して、危機的な状況になるまでに、競争型と協調型の

中間シナリオがより現実的なものになる可能性もある。 

 
［キーワード］競争型の世界、対立型の世界、協調型の世界、グローバリゼーション、技術革新 

 

1．はじめに 

 これから2050年までに、国際政治構造にどのような変動が起こるのだろうか。社会科学の疑問
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としては雲をつかむような話だが、以下の三つの基本的な見方にしたがってその変動を展望する。

すなわち、競争型の世界、対立型の世界、そして協調型の世界へと向かう国際政治変動である。

また、これらの基本的な国際政治変動がその可能性を最大限発揮した場合、各々「合理主義の支

配」、「力の支配」、そして「規範の支配」の世界が実現することになろう（図-1参照）。しか

し、現実にはこれらの諸力の相互作用の結果、一定の方向にベクトルが働くにちがいない。 

 その諸力を決定する諸変数を精査して特定する必要があるが、現時点では、グローバルな変化

要因、技術革新とその伝播要因、そしてこれらが主要国の国内政治経済及び社会に与える影響と、

それによって決定されるそれらの国の国際的政治に及ぼす影響を考慮しなければならないだろう。

そして、これらのグローバルな変化要因、技術革新とその伝播要因、そして主要国の国内政治経

済及び社会変動要因にも上記の三つの基本的な見方、すなわち、競争型、対立型、あるいは協調

型の国際政治変動シナリオが影響を及ぼす。 

 

2．研究目的 

 今回の初期的な研究の最大の目的は、確固とした長期的な気候変動政策を策定するために、将

来想定される国際ならびに国内政治状況を可能な限り体系的かつ包括的に概念化することである。

こうした研究は、地球温暖化対策の多面的なクライテリア策定のための前提条件を整理するのに

役立つばかりでなく、今後の研究において実効性があり有効な政策指針を得るためにも不可欠の

ものである。したがって、本研究では、温暖化対策との相互影響作用を制御して、そうした対策

とは独立したものとして国際政治変動を想定した。 

 

3．研究方法 

 本研究で採用した方法は、演繹法に基づいて2050年までの国際政治変動シナリオの基本的枠組

みを叙述する方法である。演繹的アプローチといっても、基本的な概念的枠組み（図-1参照）を

特定するためには、これまでの国際政治あるいは国際関係論における主要な学問的業績に依拠す

る必要がある。本研究の概念構造の骨格をなす独立変数（あるいは説明変数）は、次の通りであ

る。(1)グローバルな変化要因、① 経済のグローバル化の拡大と深化、② グローバリゼーション

と国際政治；(2) 技術革新とその伝播、そして主要国の国内政治経済ならびに社会変動；そして

(3) その他の要因である。それらは地球気候の急変や突発的な武力紛争などである。以下に、国

際変動シナリオの基本的概念を記しておく。 
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                                                                         2050年 

 

4. 考察及びまとめ 

 2050年までの国際政治変動を、対立型の世界、競争型の世界、そして協調型の世界へ向かう国際

政治変動シナリオを描いて予想しようと試みた。こうしたシナリオを決定付ける方向性をもった

力として、「力の支配」、「合理主義の支配」そして「規範の支配」を考え、互いの力関係から

将来の国際政治変動シナリオが決定されると仮定した。さらに、それらの諸力を左右する要因と

して(1) グローバルな変化要因（経済のグローバル化の拡大と深化、グローバリゼーションと国

際政治）、(2) 技術革新とその伝播要因、(3) 主要国の国内政治経済ならびに社会変動要因を挙

げた。そして、現実社会では、これらの諸力の相互作用の結果、一定の方向にベクトルが働き、

特定のシナリオが他のものに比べて有利になる。ただし、協調型と競争型、あるいは競争型と対

立型の混合といったシナリオも可能である。 

 冷戦終焉のeuphoriaや｢平和の配当｣論も跡形もなくなって久しい上、9・11後の中東政情不安の

増大や他の地域での政情不安の存在は、今後とも対立型の政治変動シナリオの優位性を示してい

るともいえる。また、国連を中心とした多国間主義の危機を指摘するものもいる。しかし、国際

経済の局面では、競争型の政治変動シナリオの優位性を示唆する動きが顕著である。以上の小考

察から、短中期的には対立型と競争型の中間型の国際政治変動シナリオが、現時点では最も妥当

的であるといえる。ただし、温暖化による気候変動が世界各地で実感されるようになるとか、極

地域や氷河の氷の急激かつ大規模溶解やさんご礁の白化現象の急増などの｢人類の危機感」の増幅

によって、協調型の国際政治変動シナリオが急に脚光を浴びる可能性もある。その際、あまり手

遅れにならないように「規範的な力」が大きく作用して、危機的な状況に陥る前に競争型と協調

型の中間シナリオがより現実的なものになる可能性もある。最後に、次節でこの研究の成果とし

て、より具体的な国際政治変動シナリオ(素案)を描く。 

 

規範の支配 

リベラリストの世界(特に

啓蒙主義の)極大化と理想

主義の勝利：知識、理念 

リアリストの世界の極大化、

党派性、ナショナリズムの蔓

延：偏狭な思想及び信条そし

て個別主義・排他主義 

協調型の世界 

 

競争型の世界  

       合理主義の

支配 

     功利主義に基づく合理的選

択（経済的リベラリズム）：

対立型の世界 

図-1: 2050年までの国際政治変動シナリオの基本的概念 
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5. 本研究の成果：予想される具体的な政治変動シナリオ(素案) 

政政政治治治変変変動動動ののの範範範囲囲囲                  競競競争争争型型型ののの政政政治治治変変変動動動及及及びびび温温温暖暖暖化化化対対対策策策シシシナナナリリリオオオ

（（（素素素案案案）））     
 

グローバ

ル 

・COP 10 
・市場経済のグロ

ーバル化 

・WTO[先進国の農業市場の部分

的開放：産業界主導の知的所有

権関連協定（TRIPs協定）] 

・多国籍の大企業・大資本のグ

ローバル・アライアンスの拡大

と深化 

・世界人口増加、富める国と貧

しい国の格差拡大、環境破壊の

拡大 
・気候変動の影響も増大＝2001

年のIPCCの予測の中位程度の

影響 

・世界の貧富の格差拡大傾向に歯止めかからず。

・気候変動の影響の規模と範囲拡大 

・ETはグローバル市場となる。 

・温暖化対策技術も発展するが、その便益を享受

するのは開発国に限定される。→普遍的な技術の

伝播は困難＋途上国に必要な中間規模の適正技術

はグローバル市場の「商品」にならない。 

インター

リージョ

ナル／イ

ンター･ス

テイト（国

家間関

係：IS） 

・EU→アジア進出 

・FTA：日本＋メキ

シコ（＋韓国＋タ

イ等） 

・EU、NAFTA、ASEAN、メルコス

ール、日本を中心としたFTA間

の競争を通して自由貿易推進 

・米英（大西洋）同盟と日米（太

平洋）同盟と欧州連合やアフリ

カ連合、ASEANやOAS間の競争 

・EUはトルコやロシア市場を取り込む。 

・米のNAFTAは中南米を組み入れる。 

・日･中･印がアジア市場とアジアでの政治的指導

権を争う。 

欧州（含ロ

シア） 

・ロシアの京都議

定書批准とEUによ

るWTO加盟推薦の

取引 

・新規加盟のEU諸国と旧加盟国

の間での経済的競争が激化→

後者の失業増大と前者への工

場移転 

・露のWTO加盟→露の経済発展

と資源開発促進 

・EUの排出量取引(ET) 制度→

技術革新 

・市場メカニズムによるETはある程度のGHGs排出

削減になるが、抜本的な削減にはならない。 

・EUは、トルコとロシアへと拡大。しかし、域内

の地域間競争激化。EU委員会と議会は舵取りに苦

しむ。 

北米 ・ケリー候補の勝

利 

・アメリカ、多国間主義へ回帰

・京都議定書の削減目標に類似

した目標設定 

・アメリカの経済･技術力の競争力維持に努める。

→アメリカ社会の根本的な産業･交通体系やライ

フスタイルに変化なし→急激なGHGs排出量削減不

可能 

・中国との政治経済的競争を意識した政策の採用

・NAFTAの拡大 

中南米・中

近東・アフ

リカ 

・OPECの原油価格

統制機能低下 

・OPEC諸国は、短期的な利益追

求に走り、石油に依存した開発

からの脱却困難 

・中南米は工業化のために森林

資源等を乱伐 

・アフリカは世界市場向けの換

金作物のモノカルチャー農業

から脱却できず。 

・OPEC諸国は石油や天然ガスの枯渇に直面→経済

不況→社会不安→政治的混乱 

・中南米諸国の森林激減→地球温暖化促進 

・アフリカの貧困の恒久化→環境破壊の悪化→貧

困（貧困と環境破壊の悪循環） 

 

アジア・太

平洋 

・中国への日・欧・

米の資本・産業進

出（初期的段階） 

・日本の主要産業のアジアを中

心とした「多国籍化」の進展 

・中国の市場と公共事業をめぐ

る主要先進国政府と多国籍企

業(MNCs)の熾烈な競争 

・中国がアメリカに次いで世界第二の経済大国に

→GHGs排出量は世界第一、また、インドも経済大

国となり、両国が世界経済発展の原動力となる。

 

日本 

・市場開放・民営

化政策（電力の制

限的自由化） 

・METI+産業vs. ME 

・民間主導の技術
開発 

・アメリカ社会型の市場経済体

制の拡大と深化 

・工場の海外移転による産業の

空洞化 

・本国では技術研究開発とソフ

ト開発に特化→海外からの優

秀な人材の積極的登用＝戦略

的移民政策 

  →日本社会の二層化→社

会的軋轢増大 

・積極的な温暖化防止策導入さ

・電力の自由化政策の更なる推進→原発の不経済
性に衆目集まる。 

・日本外交の選択： 

  (1) 日米同盟基軸の維持 competition with 

(com w/) 中国（＋印）とEU 

  (2) 米･中との等距離外交 com. w/ EU 

  (3) 日中関係基軸 com w/ 米とEU 

・新規技術によって部分的に改善されるものの、

日本のGHGs 排出微増 
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れず。 

 

 

 

政治変動の範囲                対立型の政治変動及び温暖化対策シナリオ

（素案）     
グローバ

ル 

 

 

・COP 10 

・「グローバル・

テロ戦争？」 

・核拡散（含む闇

市場）問題 

・「南」「北」格差拡大 

 →グローバルなテロの温床 

 →森林破壊等自然の収奪・砂漠

化拡大→気候変動悪化 

・ 国民経済発展優先の自然資源

開発・収奪→地球環境の劣悪

化→温暖化加速 

・ 米ドル vs. ユーロ vs.円 vs.

元→対立し合う経済圏形成 

・保護貿易主義の拡大 

長期-1: アメリカの国連からの脱退；国際通貨･金
融秩序の崩壊；保護貿易主義の「近隣窮乏化政策」

→国際貿易秩序の崩壊；世界各地で資源争奪戦⇒

第三次世界大戦への道；国際社会の混乱と同時に

自然環境の劣悪化と激しい気候変動  
長期 -2: 貧富の格差拡大→世界各地で資源確保の
ため武力紛争頻発→環境破壊が状況を更に悪化さ

せる。気候変動は激しさを増し、世界各地で自然

災害拡大  

インター

リージョ

ナル／イ

ンター・ス

テイト 

・「有志連合」

（米･英･日など）

vs. 

Multilateralism

（EUなど） 

EU vs. NAFTA vs. 中華圏vs. 

ASEAN&日本vs. メルコスールvs. 

AUなど 

・各地域連合が完全に地域内の利益擁護と繁栄を
志向→地域間の国際的な敵対関係が蔓延 

 
欧州（含

ロシア） 

・欧州：保守反

動・開発指向型の

政治勢力の影響

力拡大  
・プーチン政権が

中央集権体制固

め  

・独の「赤･緑」連合政権敗北；北

欧諸国でも社民党と緑の党後退→

保守系の政権が続く 温暖化政策

後退  
・EU 憲法不成立；EU 内の「南」
「北」格差拡大  
・トルコの EU 加盟申請拒否され
る  
・失業問題悪化→国民経済重視の

ナショナリズム勢力拡大  

・EU の分裂  
・サブナショナルな勢力台頭（少数民族や右翼勢

力）→国境の再定義  
・キリスト教社会とイスラム教社会の対立激化

（「文明の衝突」）  

 

北米 

 

・ブッシュ大統領

の再選 

･エネルギー浪費型社会継続 

・環境破壊を伴う資源開発（アラ

スカ油田開発など） 

・イラクの「ベトナム化」  国内

対立激化（世論二分） 

･テロ頻発→治安悪化→軍事体制

の強化 長期-1 

   →08年共和党勝利→12年以

降共和党と民主党政権が交替を繰

り返す。温暖化対策進展せず 長

期-2 

長期-1：「帝国」主義的に国際政治･経済的勢力圏

拡大と資源獲得戦争も辞さなくなる。技術開発以

外に有効なGHGsの排出削減対策は採られない。 

長期-2：政権交替は定期的に起こるものの、アメ

リカ社会のライフスタイルと産業構造に根本的な

変化なく、エネルギー浪費社会とGHGsの排出の増

加傾向は続く。 

中南米・

中近東・

アフリカ 

・開発優先の政権

・国内統治の困難

な国が多い 

 

・経済発展のためにブラジル等で

熱帯雨林の伐採拡大。 

・コロンビアなど麻薬による社会

的荒廃が更に進む 

・中近東やアフリカ地域内の自然

資源の収奪の深刻化、貧富の格差

拡大、砂漠化の拡大→テロや内線

など紛争多発 

・中南米の熱帯雨林の破壊は最悪の状態に。 

・中近東の石油などの資源の枯渇問題が顕在化→

政治経済状況の急激な悪化 

・アフリカ大陸で森林伐採が極限状況に→砂漠化

も深刻→貧困問題に拍車→「環境の欠乏」→紛争

を助長 

アジア・

太平洋 

・開発優先の政権

が多く誕生→国

益追及 

・「開発主権」の下、中国は大規

模開発･高度経済成長路線を邁進

＋自動車の急速な普及＝GHGs 排

出量世界最大に 

・インドも中国に追随 

・ASEAN諸国の間で希少資源をめぐ

る紛争が頻発 

・インドネシアやニューギニアで

の熱帯林破壊や沿岸のさんご礁の

白色化が拡大 

・中国は南沙諸島などの天然資源を強権的に奪

取；他の地域でも資源争奪紛争；台湾との関係も

一触即発状況に←アメリカも台湾問題介入示唆 

・太平洋やインド洋にある島嶼国の住民やバング

ラデシュらの沿岸地域住民が海面上昇の影響で難

民化→周辺諸国に流入→政治・経済･社会問題へと

発展 

・北朝鮮の独裁政権崩壊→韓国経済大打撃→東ア

ジアの政情不安増大 

・異常気象による被害の増大と広域化 

日本 ・温暖化対策は産

業の自主規制中

心 

・温暖化対策として環境税と”cap 
& trade”を伴う排出量取引制度導
入が見送られる。 京都議定書の

約束不履行 

・あらゆる資源の高騰→日本経済の長期的不況；
原発の放射能廃棄物処理などの経済的負担の増大

とプルトニュウムの膨大な蓄積の国際政治問題化

・アジアにおける「中国覇権」と政治経済的に対
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・日米同盟関係の強化と独自の防

衛力の強化 

立 

 

  

政治変動の範囲                協調型の政治変動及び温暖化対策シナリオ

（素案）     
グローバ

ル 
・COP 10の成
功：将来の取り

組みへの弾みを

得る。 

・IMF/WB改革＝理事会の民主的運

営→途上国の意志決定過程参加→

ブレトンウッズ体制の強化 

・京都議定書の発効→付属書I国が

削減目標を達成→第二約束期間で

の削減20％を、十分な国際的な資

金･技術支援を得た主要途上国の

積極的参加で達成。 

・WTO体制での途上国の輸出品に対する公平で公正

な市場開放の進展 

・IMF/WBの金融支援や先進工業国のODA政策の改善

＝途上国の持続可能な開発と国際的な緊急経済支

援体制の強化（→国連経済安全保障理事会の設立

など） 

・国連の権威回復と強化→多国間主義とマルチス

テイクホールダー参加重視の国際協調体制の構築

＋国際公共財の維持と管理のため主権国家の権利

を制約 

・2050年までに1990年レベルから60%削減を目標に

国際協力体制が整う。 
インター

リージョ

ナル／イ

ンター・ス

テイト 

・ASEM、 

・六者協議 

・国際政治経済問題に関する多国

間主義の維持と発展: 世界の開

発･貧困問題改善のため、EU、
NAFTA. ASEAN&日本中心のFTA、メ

ルコスール、AUなどが協力関係を

構築；温暖化対策でも地域間で政

策協調を図る。 

・各地域の開発銀行と各国のODAによる効果的な持

続可能な開発支援 

・各地域連合間と国家間の情報･技術交換ならびに

政策協調の進展 

欧州（含ロ

シア） 

・ロシア京都議

定書を批准 

・デンマーク：電力に占める自然

エネ比率→25％(by 2008)；独：自

然エネ→20% (by 2020)；スペイ

ン：エネルギー消費の12％以上を

自然エネ(by 2010)；英国：電力の

自然エネ比→15.4％(by 2015) 

・ＥＵ憲法施行→トルコ加盟 

・拡大EUの安定と政策協調の進展→旧東ヨーロッ

パ諸国の環境問題改善（含むGHGs排出抑制） 

・独や北欧諸国は「エコ近代化（ecological 

modernization）」のモデル国に。 

・EUはロシアと政策協調を本格化させる。 

北米 1. ケリー候補

の勝利（京都議

定書(KP)枠組復

帰宣言→中期-1

2. ブッシュ大

統領再選→中期

-2 

中期-1: ケリー大統領政権：京都

議定書(KP)枠組復帰あるいは具体

的なGHGs削減計画作成→気候変動

の影響の深刻化、科学的知見、技

術開発の進展→ケリー政権以後の

民主･共和党ともに、温暖化政策を

発展継承＋先進的な州や企業によ

る温暖化対策の促進 
中期-2：ブッシュ大統領再選後の

政治経済の大混乱→共和党の支持

急落→しばらく民主党政権続く。

共和党の穏健派による党の立て直

し→2012年以降の選挙で再び対抗

勢力となる。その間、中期-1と同

様の政策を採用。 

・国際的な協力体制に復帰→「社会的学習」を通

して功利主義を超える。→グローバルな公共財と

しての安定した地球気候の追及 

・技術開発と経済的手法を駆使した創造的な方法

あるいは制度的イノベーションで世界のGHGs排出

量抑制策をリード＋国際社会からの信頼の回復と

外交上のリーダーシップを発揮 

中南米・中

近東・アフ

リカ 

・各国は持続可

能な開発達成に

向けて真剣に取

り組みだす。 

・OPEC諸国は石油の安定供給を図

る一方、先進工業国やMNCsからの

投資と技術協力も得て、脱石油依

存の発展模索 

・国際的な財政・技術的支援と自

助努力（例：「グリーンベルト運

動」）→アフリカの貧困と環境悪

化緩和と中南米の森林保護の進展

・エジプト：電力需要に占める自

然エネ比率→14％(by 2020) 

・貧困と持続可能な開発路線が軌道に乗り、02年

のヨハネスブルグ世界首脳会議での政策目標達成

が現実化。 

・中東及び中南米諸国の民主化の進展と持続可能

な発展 

・アフリカ諸国も国内農業基盤の確立と適正技術

の活用による持続可能な発展 

アジア・太

平洋 

・中国・インド

でも環境問題が

深刻化 

・中国：電力に占める自然エネ比

率→10％(by 2010) 

・フィリピン：地熱大国(by 2013)

・中国も自国の環境悪化の現実により国際的な環

境保護の取り組みに積極的に参加→公共交通機関

の整備や循環型の社会を目指す 

・インドは最先端の技術と中間適正技術大国とし

て途上国をリード 

日本 ・京都議定書発

効に向けて官民

協力体制作りへ

・電力に占める新エネ比率→1.35%

(and more?) 

・環境税、京都メカニズムの活用、

・日本は独や北欧諸国とともに「エコ･近代化」の

モデル国に。 

・脱原発社会と循環型社会基盤の形成 
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全セクターによる省エネ対策の進

展、官民共同の環境技術開発 
 →温暖化対策進展→「環境外交」における日本

のリーダーシップ 

       

 

以上が2050年までに考えられ得る政治変動予想の概略であり、各政治変動シナリオとそれに関連

する温暖化対策などの叙述はまだ素案の段階にある。そもそも、一年先の政治的変化を予想する

こと自体至難の業であり、20年あるいは50年先を「科学的に」予想することは不可能である。し

たがって、この初期的研究では大方の方向性を示すことを意図したに過ぎず、様々な角度から政

治変動シナリオの叙述内容に関して検討を重ねる必要がある。 
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９．成果の政策的な寄与・貢献について 
今後、環境省地球環境部会気候変動に関する国際戦略専門委員会や気候変動将来枠組IGESワー

キンググループ等を通じて、本シナリオに基づいて温室効果ガス排出の国際的分担に関するバー

ダンシェアリング・スキームを作成予定であり、これによって日本及び国際的な長期的脱温暖化

政策形成（特に目標設定）過程に貢献する予定である。 

 

 


